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令和８年度 事 業 計 画 
 
 

社会福祉法人 福島県福祉事業協会 
 
 
  社会福祉法人は「社会、地域における福祉の充実、発展」に寄与することを使命とし、社会福祉事業の安定的・継続的経営に努

めるとともに、多様な生活課題や福祉需要に柔軟かつ主体的に取り組むことが求められております。また、その活動には公共的・

公益的且つ信頼性が必要不可欠であります。 

  法人としての信頼性を保持し、主体性をもった効率的・効果的な経営を実践し、運営基盤の強化を図るとともに、その提供する

福祉サービスの質の向上及び事業経営の透明性の確保を図っております。また、地域における公益的な取り組みを推進し、地域貢

献活動を行っております。 

 

 

［経営方針］ 

１. 利用者本位のサービス提供（信頼性） 

利用者一人ひとりの人格を尊重し、誰もが安全で安心な生活を支援することを目指し、生活できるよう、質の高いサービ

スを提供します。 

２. 質の高い人材育成（専門性） 

職員として意識改革、資質向上と専門性の強化育成を通じて、より質の高い福祉サービスの提供を目指します。 

３. 健全な経営基盤の確立（安定性） 

持続可能な福祉サービス提供のために、収支バランスの維持や財政の健全化を図り、効率的な施設運営を行います。 

４. 地域社会との連携・貢献（協調性） 

地域住民との交流を深め、地域の福祉課題の解決に協力することで、明るく暮らしやすい街づくりに貢献します。 

５. 先駆的な取り組み（創造性） 

時代や地域の多様なニーズに応えるため、新しい取り組みやサービスにも積極的に取り組みます。 
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  １、重点事業 

（１）利用者定員変更 

     ① 障害者支援施設「原町共生授産園」 生活介護サービス   定員４０名→４５名 

     ② 多機能型事業所「田村」      生活介護サービス   定員１０名→１５名  

就労継続支援Ｂ型事業 定員３０名→２５名 

  （２）人材の確保並びに職員個々に亘る意識向上に努める。 

  （３）人事評価制度の充実を図る。 

  （４）障害児者虐待防止法・障害者差別解消法等のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹底・厳守及び苦情への対応には危機意識をもって当たり、 

誠実な解決に努める。 

  （５）整理・整頓・清掃・清潔・躾の５Ｓ活動に取り組み、職場環境の維持改善を図る。 

 

 ２、職員研修 

    利用児者の個々の特性に沿った福祉サービス支援を提供するために、新任職員研修・専門的研修等を開催、さらに、外部

団体が主催する研修会等へ積極的に参加するとともに、職員個人のスキル向上を目的とする社会福祉士・精神保健福祉士

等の資格取得へ向けた助成金制度を普及させ自己研修・研鑽への支援体制の充実を図る。 

    （１）新任職員研修     

    （２）管理職員の利用者支援及び経営スキル向上と長期的経営戦略習得を図る研修 

    （３）中途採用職員の研修 

    （４）職員資格取得への助成支援 

 

 ３、利用者の安全並びに苦情・虐待予防等 

（１）防災訓練の徹底 

利用者の生命・財産等並びに協会の財産を守るため、各施設・事業所毎に、地震・火災等の災害防止に努めると

共に、関係法令に基づきマニュアルや計画書の作成・見直しを行い、防災設備の点検強化並びに定期的な避難訓

練の実施に努める。 

    （２）苦情・虐待等の人権侵害 

        福祉サービスに係る苦情・虐待等の人権侵害の防止には徹底した対策を図り、高品質な支援サービスを提供する。 
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    （３）個人情報の保護（特定個人情報の保護） 

        施設・事業所で保有する個人情報の保全を図り、開示・使用等に法律を厳守する。 

        また、特定個人情報取扱の番号法の実施により、職員等のマイナンバー使用・保管の徹底を図ると共に、利用者

のマイナンバー保管取扱の徹底を図る。 

 

 ４、評議員会・理事会・監事会の開催 

   （１）評議員会 ・法人運営の基本ルール・体制の決定と事後的な監督を行う必置の議決機関で、理事・監事の選任、解任

並びに報酬を決定する。 

           ・定時評議員会として毎年度６月に開催するとともに、必要の都度開催する。 

   （２）理事会   ・業務執行に関する意思決定機関となり、理事長・監事に対する牽制機能を有する。 

・通常理事会は毎年３月・６月に開催する。必要に応じて臨時理事会を開催する。 

   （３）監事会  ・理事等に対する事業報告の要求や財産の調査権限、理事会の出席・報告義務を有する。 

 

 

 ５、会議開催 

   （１）施設長・管理者会議（全体）               月 １回 

   （２）各地区における施設長・管理者会議（田村、相馬、いわき） 月 １回 

   （３）苦情解決第三者委員会                  年 １回以上     

 

 

 ６、ＩＳＯ事業及び内部業務指導監査等 

   Ⅰ、ＩＳＯ事業 

     ・職員への教育充実を図る。    

   （１）内部監査（全施設・事業所） 年 ２回 

     ・事前会議と事後結果の分析と次回の課題会議を含む 

     ・内部監査員の再教育と育成 

   （２）内部監査のレビュー  年 ２回 
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   Ⅱ、内部業務指導監査等 

     ・公認会計士による会計監査   各事務センター 

 

７、職員の福利厚生 

   （１）業務に必要な資格取得を奨励し経費を助成する。 

   （２）社会福祉法人福利厚生センターのソウェルクラブに全職員加入し、企画事業に参加推進する。 

   （３）各地区（田村、相馬、いわき）における職員間交流事業への経費助成を行う。 

 

 

８、負債償還 

    応急仮設施設建設 

      東邦銀行 

         ２７，４３７，５８１円（内：利息 ２，４７７，５８１円） 未償還額 ２０４，６４０，０００円 

あぶくま信用金庫 

         ５０，１８７，２４０円（内：利息   １１５，２４０円） 未償還額  ５０，０７２，０００円   

    障害者支援施設建設  

あぶくま信用金庫 

        １０３，１４２，５２８円（内：利息 ３，１４６，５２８円） 未償還額 ５８３，３５０，０００円  

 

 


